
平成２１年度 第２回天草地域自立支援協議会地域生活部会

日 時 平成 21 年 9 月 17 日（木）

15 時 30 分から

会 場 天草地域振興局 大会議室

次 第

次第
所要
時間

時間帯

１ 開 会 5 15：30～15：35

２

（１）地域移行マネージメントについて

（２）地域移行個別支援会議について

（３）その他

80 15：35～16：55

３ 閉会 5 17：00



２ ３ ４

入所（院）者 希望調査

養護学校卒業生

在宅者　　　など

９ ８ ７ ６ ５

サービスの調整 個別支援会議

会議の招集

自立支援協議会で
関係機関を招集

関係機関の調整

施設入所者等の地域移行マネージメントイメージ（案）

自立支援協議会
地域生活部会

　 地域移行個別
　 支援会議調整
　 依頼書作成

提出事業所等による
聞き取り調査

《施設、病院在宅（移行前）》 《移行に向けた準備》

１　インテーク・アセスメント

　
     病院、施設のCWや指導員
　　 相談支援専門員
　
              <支援者>

　　　　 ケースレポートを作成
　　　　 し、会議出席者にて情
　　　　 報を共有する

地域生活の実現 事業所等により
サービスを調整

必要に応じて関
係機関が協力

支援計画書策定

　　　支援体制の協議
　　　生活の場、
　　　就労・日中活動の場、
　　　在宅生活　など

 
　　　　　　　　　　 必要に応じて個別支援会議
　　　　　　　　　　　（２又は６）を開催する

　
　　　　 生活の場
　　　　 就労・日中活動の場
　　　　 在宅支援の必要性　など
　　　　※本人の意見を尊重

支援者による見守り
モニタリング
必要に応じ計画書
を見直す

・
地
域
で
暮
ら
し
た
い

・
Ｇ
Ｈ
な
ど
で
暮
ら
し
た
い

困
り
ご
と
・
サ
ー

支援者

依頼者及び地域

生活部会にて関

係機関を調整

《グループホーム、ケアホーム、在宅（移行後）》

移行



地域移行個別支援会議マニュアル

天草地域自立支援協議会（地域生活部会）

１．対象：地域移行するケース

（例）

２．流れ

（１）個別支援会議の必要がある場合は、『依頼書（別紙）』を市に提出する

（２）関係機関を召集し、会議を開催する

（３）相談支援事業所は、会議開催後に

『レポート（別紙）』を作成する

地 域 移 行 個 別 支 援 会 議 調 整 依 頼 書

平 成 年 月 日

天 草 地 域 自立 支 援 協議 会 長 様

下 記 の 内 容で ケ ー ス検 討 会 議 の 開 催 を調 整 し てく ださ る よ う 依頼 し ま す。

記

氏 名 性 別 男 ・ 女

生 年 月 日 （年 齢 ） T・ S ・ H 年 月 日 （ 歳 ）

住 所

障 害 種 別 □ 身 体 □ 知 的 □ 精 神 □ その 他 （ ）

現 状

地 域 移 行 の内 容

□ 施 設 □ 自 宅

□ 病 院 □ ア パー ト

□ そ の 他 （ ） □ グ ルー プ ホ ー ム

困 り ご と

（ 課 題 な ど）

召 集 し て ほし い

関 係 機 関

会 議 開 催

の 希 望 時 期
平 成 年 月 日

機 関 名 ：

連 絡 先 ：

担 当 者 ：

地 域 移 行個 別支 援 会 議ケ ース レポ ート

相 談 支 援事業 者 名 ：

開 催 年月 日： 平 成 年 月 日

出 席 機 関

本人 ・ 家 族・相 談 支援 事 業者・ サ ー ビス事 業 者・ 施設・ 医 療 機関

民生 委 員 ・区長 ・ 警察 ・ 行政（ ）

その 他 （ ）

依 頼 者

ケ ー ス 概要

(利 用 者 の状況 等 )

検 討 し た 課題 ・

問 題 点

検 討 結 果

対 応 方 法

担 当 者 会 議での 共

有 事 項

施設

病院

自宅

自宅

ケアホーム

グループホーム

※地域移行以外の対

象者で個別支援会議

を希望する場合は、

事務局へ相談する

※現状等については、簡潔にまとめて記

入する

※依頼書を FAX やメールで送付する場

合は、個人情報にかかる部分を省き送

付し、電話にて担当者間で確認する。

※依頼書は事務局（市町）へ提出する。

依頼書

レポート

依頼書提出・問い合わせ先（事務局）

●天草市

●上天草市

●苓北町



地域移行個別支援会議調整依頼書

平成 年 月 日

天草地域自立支援協議会長 様

下記の内容でケース検討会議の開催を調整してくださるよう依頼します。

記

氏 名 性 別 男 ・ 女

生年月日（年齢） T・S・H 年 月 日 （ 歳）

住 所

障害種別

（分かる範囲で）
□身体 □知的 □精神 □その他（ ）

現 状

（簡潔に）

地域移行の内容

□施設 □自宅

□病院 □アパート

□その他（ ） □グループホーム

困りごと

（課題など）

召集してほしい

関係機関

（分かる範囲で）

会議開催

の希望時期
平成 年 月 日

＊依頼書を FAX やメールで提出される場合は、個人情報にかかる部分は、空欄で提出くださ

い。（提出後、担当者間で確認します。）

機関名：

連絡先：

担当者：



地域移行個別支援会議ケースレポート

相談支援事業者名：

開催年月日：平成 年 月 日

出席機関

本人・家族・相談支援事業者・サービス事業者・施設・医療機関

民生委員・区長・警察・行政（ ）

その他（ ）

依頼者

ケース概要

(利用者の状況等)

検討した課題・

問題点

検討結果

対応方法

担当者会議での共

有事項



【概要】
賃貸契約等による一般住宅（※）への入居を希望しているが、保証人がいない等の理由により入居が困難な障害

者に対し、入居に必要な調整等に係る支援を行うとともに、家主等への相談・助言を通じて障害者の地域生活を支

援する。

[補助金]

※「一般住宅」とは、公営住宅及び民間の賃貸住宅（アパート、マンション、一戸建て）のことをいう。

【実施主体】
市町村（共同実施も可能）

（指定相談支援事業者へ委託することができる）

【対象となる障害者】
賃貸契約による一般住宅への入居を希望しているが、保証人がいない等の理由により入居が困難な障害者。

ただし、現にグループホーム等に入居しているものを除く。

【事業の具体的内容】
賃貸契約による一般住宅への入居に当たって支援が必要な障害者について、不動産業者に対する一般住宅のあっせ

ん依頼、障害者と家主等との入居契約手続きにかかる支援、保証人が必要となる場合における調整、家主等に対する

相談・助言、入居後の緊急時における対応等を行う。

（１）入居支援（不動産業者に対する物件あっせん依頼及び家主等との入居契約手続き支援）

※地域において公的保証人制度がある場合には、必要に応じその利用支援を行う。

（２）２４時間支援（夜間を含め、緊急に対応が必要となる場合における相談支援、関係機関との連絡・調整等、必

要な支援を行う。）

（３）居住支援のための関係機関によるサポート体制の調整

利用者の生活上の課題に応じ、関係機関から必要な支援を受けることができるよう調整を行う。

居宅入居等支援事業（居住サポート事業）

３


